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〔フロンティ ア展業経済研究 第17巻第2号 2014.2〕

［ シンボジウム報告 ］

近年の畑作物農業をめ ぐる制度とJAグループ北海道の取組

北海道農業協同組合中央会 農業対策部 畑作農業課 平： 田 靖

Recent policy developments for upland crops and the efforts of the J A 
Cooperatives Group Hokkaido 

Yasushi Hirata 
Hokkaido Union of Agricultural Cooperatives 

1 ,  はじめに
北海道畑作脳業は、 厳し い気象条件の中で、 基

本技術の高位平準化、 品種改良、 基盤整備、 機

械・施設の導入等に懸命に取り組みながら 、 麦

類 · てん菜 ・ ばれいしょ ・ 豆類などの土地利用型

作物を基本に、 国内においては比較的大規模な主

業的股家が輪作による畑作股業を展開し、 畑作物

の高品質 · 安定供給に努めてきた。 本報告では、

近年の畑作股業の経営所得安定対策の変遷に係る

JAグルー ブ北海道の政策提案の取組を通じて、

畑作農業の経営所得安定対策制度についての課題

を掘り下げ る こととしたい。

2 品目横断的経営安定対策 （水田 ・ 畑作
経営所得安定対策） に係るJAグループ
北海道の取組
畑作農業の経営所得安定対策は、 2007年産か

ら それまでの品目別価格 • 所得対策から品目横断

的経営安定対策(2008年産か ら見直 し によ り 水

田・畑作経営所得安定対策へ名称変更） に移行し

た。 その背景は、 「牒政改革大綱」(1998年）

や 「食料 ・ 燐業 ・ 脳村基本法」(1999年） 、 最

初 の 「食料・農業・股村基本計画」2000年）な

どに示された方向の具体化であり、 展業構造改革

の加速化と、 国際規律強化にも対応しうる政策へ

の転換を目的とするものであった。 品目横断的経

営安定対策では、 意欲と能力のある担い手に対象

を絞って、 「緑の政策」を基本に、 過去の生産実

絞に基づく支払と当該年の生産鼠・品質に基づく

支払の2つの形に品目横断的に助 成する こととし

た。

JAグループ北海道は、 品目横断的経営安定対

策の構築にあたって、 ①国内生産の維持と盤給調

整機能の仕組みの確保、 ②政策対象は農業で生計

を立てる主業的な股業者、 ③ 「緑の政策」 に「黄

の政策」を組み合わせ、 担い手の主体的取組を助

長する仕組みを支援、 ④輪作体系の確立・維持に

着目した、 猿悦 ・ 資源保全直接支払の構築、 ⑤万

全な財源確保、 支援水準の確保、 ⑥総合的な畑作

物支援対策の構築の6点を政策提案した。 特に政

策転換にあたって、 国内生産の維持と需給調整機

能、 「緑の政策」 と「黄の政策」 を組み合わせた

日本型直接支払制度の構築 （資料1) 、 担い手の

主体的取組を助長、 輪作体系の確立・維持に着

目 、 の4本柱を強調 し た。

「緑の政策」 だけでは、 特に畑作地帯について

は生産性や単収・品質向上に取り 組む努力が報わ
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緑の政策と黄の政策を組合せた

日本型直接支払制度の構築

品目横断的政策直接支払
縁の政策 （過去の面積等に基づき固定支払） 対象経営

取引価格

資料1 品目横断的経営安定対策構築に係る

JAグループ北海道の提案

れないとい う課題があり、 日本型の直接支払制度

として 「黄色の政策」 も組み合わせるべきだと主

張してきた。 また、 担い手への主体的取り組みの

助長については、 品質向上に伴うインセンティ プ

を誘導する政策も主張してきた。 さ ら には、 輪作
体系の確立維持に芳目した支払 い と い うのも必要

ではないかと政策提案を し た。 対象経営について
北海道は結果的にはlOha以上になったが、 我々

は屈業で生計を立てている人、 農業所得が股外所

得を上回る農業者を対象にすべきと主張した。 認

定牒業者と い う粂件も付け加えている。

品目横断的経営安定対策 （水田 ・ 畑作経営所得

安定対策）の支援内容は、 最終的に、 「生産条件

不利補正交付金」 と「収入減少影響緩和交付金」

の2つに決まった。 「生産条件不利補正交付金」

（ゲタ）は、 担い手の生産コストのうち 、 生産物

の販売収入では賄えない部分 （諸外国との生産条

件の格差か ら 生 じ る 不利）を補てんするものだ。

北海道の十勝地域や網走地域の畑作農家は経営能

力が非常に高いと思うが、 し か し 、 電気代、 燃

料、 肥料代、 人件費など、 国際競争を行ってもど

うしても解決できない コ ス ト があり、 そのコスト

差を埋めるものと理解している。 生産条件不利補

正交付金は、 過去の生産実績に基づく 「固定払」

（緑ゲタ ）と毎年の生産量 ・ 品質に基づく 「成績

払J (黄ゲタ）からなる 。 成績払は、 畑作物4品

それぞれに措置された。 固定払については2004
年,..,_,2006年の生産量を基に 、 市町村ごとに単価

が産出され、 各生産者の4品目 生産実績に基づい

て毎年交付金が出る仕組みである 。 他方、 収入減

少影響緩和交付金 （ナラシ）は、 収入減少によ る

農業経営への影響を緩和するために、 国3 : 生産

者1という割合で和立金を拠出した基金から補填

するものである。

水田 ・ 畑作経営所得安定対策を3年程実施する

中で、 いろいろ課題が出てきた。 1 つ は、 成績払

固定払の比率が3 : 7と固定払の割合が高く、 不

作時には所得確保に寄与するが、 豊作時には、 十

分なインセンティ ブが期待できなかった。 第2

に、 小麦に代表されるように、 高収鼠 • 高品質の

向上努力に対する支援が不十分であり、 生産者の

経営意欲が低下 し た 。 第3は根本的課題なのだ

が、 固定払は農産物輸出国において生産過剰を抑

制する上で有効かもしれないが、 わが国のように

食料自給率向上の推進という政策方向とは整合性

が取れず、 作っても作 らなくても助成を受けられ

る点だ。 さ ら に、 第4の課題として、 固定払の助

成を得て、 他作物へ作付移行す る こ と が制度上可

能であり、 制度対象作物並びに他作物の需給環悦

に影響を与えた。 具体的にいうと、 てん菜の作付

が減り、 国内産糖が十分市場に供給できなかった

り、 逆に他の作物が供給過剰になったりという問

題が生じた。 第5の課題は、 製地の権利移動に関

して、 固定払の移動が支障となるケースが生じた

こ とである。

3.  農業者戸別所得補償制度とJAグルー

プ北海道の取組
品目横断的経営安定対策 （水田・ 畑作経営所得

安定対策）の内容を法制化した 「燐業の担い手に

対する経営安定のための交付金の交付に関する法

律 」 （担い手経営安定新法）が2006年に制定さ
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れ、 恒久的な制度であると生産者の方に説明 し て

きたところが、 2009年の政権交代に伴って民主

党のマニ フ ェ ス ト を具体化した農業者戸別所得補

依制度に転換した。 国の資料によると、 股業者戸

別所得補償制度の目的は、 農業経営の安定、 食料

自給率の向上、 腹業の多面的機能の維持というこ
とである。

JAグループ北海道は、 農業者戸別所得補償制

度の構築に関して次のような政策提案を行った。

1つは、 中長期的に安定して継続される政策の構

築並びに万全な財源確保である。 3年で政策が変

わるとは思わなかったので、 関税 ・ 調整金財源の

変化にも十分対応できる仕組みとするととも に、

将来にわたる安定的な遮営の確保に向けて、 国の

責任において万全の財源を確保し、 中長期的に安

定して継続される政策の構築を提案した。 2つ目

は、 総合的な畑作物支援対策の構築である。 農業

経営の安定と生産基盤の維持 ・ 拡大を図るために

＜水田 ・ 畑作経営所得
安定制度の主な課題＞

・対象作物から対象外作
物作付への移行により作
物別需給に悪影名。
•成績払と固定払の比率
(3:7)により、 不作時には
所得確保に寄与する一方、
豊作時には十分なインセン
ティプが期待されない。

＜標準生産費一
標準販売価格＞
（流通経費控除
後）

は、 農業者戸別所得補償制度だけでなく、 金融 ・

税制対策に加え、 土地改良、 基盤整備、 施設 ・ 機

械整備に対する万全な支援等を含めた総合的な支

援対策の必要性を訴えた。

3つ目は畑作に係る新たな所得補償制度の提案で

ある（資料2) 。

われわれが提案した新たな畑作所得補依支払

は、 ①輪作維持確立など環境保全等に着目 し た支

払、 ②当該年の生産数嚢 ・ 品質に着目した数拭支

払、 ③当該年の作付面租に対する固定的な支払の

3つから構成される。 ①では、 輪作が有する国土

環境保全、 自然循環機能効果など環境保全に着目

し た支払を、 輪作体系を構成する土地利用型作物

（小麦 • 大麦などの麦類、 生食 • 加工 ・ でん原ば

れいしょ 、 てん菜、 大豆・雑豆などの豆類、 土地

利用型野菜、 種子用農産物など）すぺてを対象に

措四するこ と、 ②では、 当該年の生産数屈 · 品質

に珀目した数量支払を措置し、 販売代金と合わせ

く導入目的＞ く導 入 効 果＞

0生産性向上による自
給率向上へ努力した
生産者が報われるイン
センティブ効果

①不作時における経
営安定対策効果・農地の権利移動に1l11し、

固定払の移動が支障。
・基準期間の生産量に糖
分等品只が加味されてお
らず、 過去の努力が反映
されない。

※当該年販売侶
格が標準販売団
格を下回った場
合は別途上乗せ

当該年の生産数量・品質に着目した数量支払
＝ 阪売flli格と合せて物財費を惰う水準以..t:を讀保

②対象作物作付誘導
効果く対象外作物移行
への歯止め＞

•市町村が異なると、各年
の過去実績数昼が全く同
じでも、 固定払支払額が
異なり、 不公平惑が生じ
る。

措置I

,. 

当該年実槙皇収か一定水這を上回る場合は阜曇犠正

その他畑作物 小
輪作ここごご

ご：：『漏麦 大豆 雑豆 でん粉原料用 原料てん菜

③農地権利移動の円
滑化効果

O適正輪作体系の維持
確立による国土環境保
全、自然循環機能効景

※輪作計画に基づく 馬鈴しょ
輪作Ill成作物 ※でん粉原料用馬鈴しょについては、 固有用途向を対象とした水準に修正

※種子用晨産物も含む

自給率向上に向けては国内農産物が確実に輸入物に置き換わるための誘導策が不可欠
⇒内麦優先の原則の形骸化からの脱却、 関整金収支に影響されない一般財源の確保、原料原産地表示の適用拡大など

資料2 畑作農業における戸別所得補償制度設計に係る

JAグルー プ北海道の基本的考え方
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て物財費を賄える水準以上を確保すること、 ③で

は、 過去実績を算出基礎とする固定払が抱える課

題を解消するために、 当該年の作付面積に対する

固定的な支払 （岩盤対策）を措屈することが、 そ

れぞれ必要とした。 なお、 ②と③の合計は、 現行

対策の支援水準以上を確保し、 固定的な支払の単

価につ いては、 当該年の実績単収が一定の水準を

上回る場合、 補正措四を講ずるよう主張した。 さ

らに 、 品質向上努力が報われる十分な品質加算並

びに、 土地利用型燐業を展開している主業的な農

業経営が、 規模に係る加算の対象となるよう制度

の構築、 並びにセー フティ ・ ネ ッ ト対策として、

農業共済制度の充実と販売価格の低下に対応した

作物ごとの所得補てんによる万全な経営安定対策

を構築することも訴えた。

最終的に決まった農業者戸別所得補償制度の概

要は次の通りである。 対象作物は、 恒常的にコス

ト割れし、 食生活上重要であり、 他の 作物と組み

合わせて生産する作物とい うことで、 従来の対象

品 目 にそば • なたねが加え られ、 対象農業者も販

売農家となり、 認定農業者ではなくなった。 仕組

みは、 生産数鼠目標に従って生産を行う農業者に

対して、 標準的な生産贅と標準的な販売価格の差

額分に相当 する交付金を直接交付するものだが、

畑作物の所得交付金支払いは、 当年の生産実績に

基づく 支払 （数蜃払） を基本とし、 営腹継続支払

を面積払で先払いする。 この数屈払の交付単価は

品質に応じて単価の増減を行うとともに、 小麦に

ついては、 パ ン ・ 中華麺用品種を作付けた場合、

加算措爵を講じる。 併せて、 畑地版の産地資金が

創設され、 地域特産物の振興、 戦略作物の生産性

向上に向けた取組を支援、 対象畑作物の生産状況

に配慮しつつ 、 都道府県の判断で畑地も対象と

なった。

農業者戸別補償制度への移行に伴って水田・畑

作経営所得安定対策に係る諸課題が解消された。

1つ目は、 数屈払を基本とする仕組みに変わった

ことで、 固定払に係る5つの課題が解消された。

2つ目は、 数最払、 特に単収向上 ・ 品質向上等

が、 生産性の向上努力が直接反映 しやすくなっ

た。 さらに、 畑地版産地資金が創設され、 産地に

必要な取り組みを支援しうる環境が一定程度整備

された。

畑作に係る農業者戸別所得補償制度の残された

第1 の課題は、 やはり中長期的に安定して継続す

る制度の必要性である。 制度はあまり変わらない

で く れというのが現地の声だ。 第2の課題は、 畑

地版の産地資金が創設されたが、 政策支援のパラ

ンス変化により輪作で麦が過作になったり、 てん

菜 ・ でん原ばれ い し ょ が減ってきたりという輪作

体系の乱れが生じている。 地域戦略に基づく合理

的輪作体系の確立に向けて、 創意工夫による地域

の取組に対して総合的に支援する仕組みに、 畑地

の産地資金の拡充 （緑肥輪作加算を包含）を政策

提 案 している （資料3) 。 第3はセ ー フ テ ィ ・

ネ ッ ト に係わる課題である。 制度としてナラシは

残っており、 腹業共済制度との関係でナラシは品

目 ごとの収入差額を合算して共済評価額の控除、

わざわざ一回計算して控除している実情もあるの

で、 販売価格の下落や生産者手取りの減少等に対

応し うるセーフティ ・ ネ ッ ト の一 体的な運用とい

うのが分かりやすいのではないかと、 政策提案を

している。

4. JAグループ北海道による畑作物作付
指標面積の設定と推進に係る課題

JAグルーブでは、 1980(昭和60) 年産から毎

年 「畑作物作付指標作付指標面積」 を設定し計画

的な生産を推進している。 作付指標には、 ①輪作

体系の確立により、 安全 • 安心で高品質な畑作物

の安定生産を図る、 ②儒要動向を踏まえた計画生

産により、 安定供給を因る、 ③計画生産により、

各種農業諸制度 （内外麦コ ス ト ブール方式、 糖価
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対策のねらい

● 北海道畑作晨業は、 地域輪作体系の崩れにより 、 畑作物の生産性 ・ 品質低下や需給上のミスマッチ拡大、

原料集荷数量の減少による施設（工場）稼働率の低下等が顕在化 し て い る。

ついては、 地域実態に即した多様な輪作体系 を確立し、 北海道畑作農業の潜在能力を フル発揮する こ と
に よ り 、 食料自給率 • 生産数量目標の達成並びに主要品目 （＝戦略作物） の生産性向上を図る 。

◆ 戸別所得補償制度導入に と も な う 作物間の収益性 • 生産性格差の解消
◆ 畑作経営の摺造変化を捉えた作付制約要因の解消
● 気象 ・ 土壌条件等に対応 した輪作確立に向 け た取 り 組みへの支援

す 「畑作物作付指標面積」 と作付実績のかい離是正 ※年里数量目墳の配分は産地の取組みとの整釘生確保が必要

l 対策の内容（メニュ一方式） 1 � 

＜例＞

① 原料てん菜の作付拡大に向けた取り組みへの支援 ⇔ 適正な輪作体系の確保
② でん粉用•加工用馬鈴しょ品種の作付拡大に向けた取り組みへの支援 ⇔ 秋まき小麦の前作確保
③ 豆類の作付拡大に向けた取り組みへの支援 ⇔ 輪作年限の延長
④ 野菜緑肥作物飼料作物の導入への支援 ⇔ 秋まき小麦の前作確保、 輪作年限の延長
⑤ パン• 中華めん用等小麦（春まき小麦）への作付シフトに向けた取り組みへの支援⇔ 適正な輪作体系の確立

資料3 輪作体系に着眼した畑作の産地資金のイメージ

調整制度、 でん粉の価格調整制度、 雑豆TQ制度

な ど ） の堅持を図る 、 の 3 つ の 目 的がある。 つ ま

り 、 き ち ん と輪作を し て、 安全 • 安心 • 高品質な

畑作物の安定生産、 安定供給を行い、 き ち ん と

作 っ て い く こ と で現行制度に理解が得 られる と い

う こ とで、 計画生産を推進 し て い る。 こ れ に よ っ

て畑作経営の安定を 目指し、 輪作体系も確立でき

る と考 え て い る 。 指標面積は全道の設定だが、

2 2 年 の 実 績 な り 指標面積は 、 麦 • 豆 • ば れ い

し ょ • てん菜全体で、 30万ha前後である 。 作付

指標面積に基づく 作付推進については、 生産者 ・

JA ・ 地区 ・ 全道でそれぞれ作付意向面積の確認

と 検証 を し な が ら 行 う 取組 を 行っ て い る （資料

4) 。

畑作物作付指標面積の設定と推進は、 地域の輪

作体系の維持 • 構築、 生産カ ・ 品質の維持向上、

需給調 整 を 踏 ま え た畑作物の安定供給と需要確

保、 販売価格の変動緩和、 各種農業諸制度の安定

的運営の堅持、 その結果としての畑作経営の安定

に一定の役割を果た してきた。 ただ、 各生産者が

輪作を き ち ん と や っ て い く こ とや、 その時々で足

り な い も の、 若干多いものが必ず出て く るので、

輪作体系の維持 · 確立 と 需給調整対策 を ど う して

い く のかは恒久的な課題 で あ る 。 資料5は、 近年

における指標面積と実績面積の乖離状況を示して

い る 。 麦類は指標面積よ り 実績面積の方が多く

な っ て い る が、 それ以外の対象作物 （特にてん菜

やでん粉原料用ばれい し ょ ） は、 指標面積を下回

る傾向にある 。 特に、 水田製業にはない輪作の特

性には ど う し て も こだわる と こ ろ で あ る。 土地利

用型作物 と と もに展開している 、 輪作を安定的に

生産 し て い く ため には4品のみな ら ず、 い ろ い ろ

な作物と組み合わ せ る こ とが必要である。 輪作の

効果には、 労働配分の均衡化や土地の利用率の向

上、 危険分散、 土壌病害虫 ・ 雑草の発生抑制、 肥

料の効率の向上等々があ り 、 現境保全 に も資する

こ と で、 持続的な畑作殷業の展開ができ、 生産性

向上 ・ 品質向上につながる （資料6) 。 代表的な

- 38 -



指標面積の硫認
↓ 

（作付tt圏の謁整）
↓ 

営農計国の策定
↓ 

作 付

↓
 

拿 拿 拿
市町村． 詈及センター、 NOSAi、 糖集者等関係機関との連携

資料4 畑作物作付指標面積に基づく作付け推進体制

指標面積と作付実勢の乖離度の推移 指標面積と作付実勢の推移デーク 単位：千ha

110% 

105% 

100% 

95% 

90% 

� 

\ ·-----
麦頚

85% 
18年産 19年産 20年産 21年産 22年嚢

※ 縦輪の割合； r作付実績面積J+ 「畑作物作付指慣面積J(%)
※ 23年産作付実績面積は調査中 i主）実績はJ心t渇道中央会綱ペ

資料5 近年における畑作物作付指標面積と作付実績面積の乖離状況

例は、 十勝であれば4作 中 心 に 回 し て お り 、 オ

ホー ツ ク の方では3作中心だが、 い ま は ほ と ん ど

の生産者がさ ら に野菜に取り組んでい る と い う こ

とで、 地域 に よ っ て多様な輪作体系 を と っ て い

る。 道内の各試験場で実施された連作と輪作の比

較試験の結果による と、 連作をする と収鼠等がず

い ぶ ん 減 っ て し ま う と い う こ と な の で （資料

6) 、 き ち ん と輪作をや っ てい こ う と呼びかけて

いる。

5 .  おわりに一北海道畑作農業の目指す姿

とその実現に必要な政策、 TPP交渉参

加問題
資料7に、 北海道畑作牒業の目指す姿とその実

現に必要な政策を示した。 畑作物については、 そ

の ま まの形では市場流通できない加工原料作物が

多 く 、 地域のでん粉工場 ・ 製糖工場などで加工さ

れた上で、 製 品 と して流通する と い う 特徴があ

る。 このため、 原料価格は常に輸入原料との価格

競争に さ ら されており 、 よ っ て生産者への万全な
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● 北海道畑作農業は、 土地利用型作物を基本に
輪作体系を確立し、 大規模畑作経営を展開。

● 麦・大豆等戦略作物を安定的に生産していく
ためには、 当該作物のみならず他の畑作物を含
めた輪作体系を維持・確立していくことが必要。

＜ 畑作地帯における輪作の効果·必要性＞

● 労働配分の均衡化
● 土地利用率の向上

： 口：塁芯ばや雑草の発生抑制 ・鴫�
● 肥料の利用効率の向上
● 土壌用分のバランス維持による地力の維持増進

輪作と連作の収量比較試験結果

く十勝塁菜試験場(4年輪作の収量=100)>
小麦

連作収昼比 76 

いんげん

53 
注）還作開始5年目-10年目までの平均値

: -畑作物 輪作体系の例～
● 4年輪作<+勝管内中心）

秋まき小麦 ⇒ てん菜 ⇒ 豆類 ⇒馬鈴しょ
● 3年輪作（オホーツク管内中心）

秋まき小麦 ⇒ てん菜 ⇒ 馬鈴しょ
※気象・土壌条件や産地形成の取組みなどによ
り、 畑作物に野菜を組み入れるなど、 地域によっ
て多様な輪作体系による畑作屋業を展開。·----------------------

● 環境保全
● 持統的畑作巖業の維持・確立
● 畑作物の生産性・品質向上

てん菜一
84 

馬鈴しょ

80 

く北見農業試験場(4年輪作（小麦は6年輪作）の収量=10 0 )>

f.::!:�� 平ここ2年I,.. , お〗：北見農しこ
馬鈴しょ- - --

91 

資料6 輪作体系の維持• 確立の必要性

O北海道畑作農業の目指す姿

① 我が国の食料安定供給• 自給率向上に寄与
② 畑作物の生産振興や生産力の向上を図り 、 それぞれの地域の潜在能力を最大限に発揮
③ 輪作体系の維持・確立を図り 、 持続可能な畑作蔑業を実現

こ {�三�•• I WTOなど農業交渉日本提案の実現 I

I
北海道畑作悪業の目指す姿I実現に必要な政策
① 畑作物の自給率向上作物としての位置づけを明確化する政策
② 輪作体系の維持確立と生産性・品質向上の努力をした生産者が報われる政策
③ 畑作経営の安定並びに円滑かつ確実に生産・流通・ 消費が実現できる総合的な政策

◆必要な具体的施策
① 経営所得安定対策の実施
② 環境保全・規模拡大への取り組みに対する支援
③ 生産振興・流通円滑化（出口対策）に対する支援
④ 展業共済制度・販売価格下落対策の充実強化
⑤ でん粉工場•製糖工場の製造経費に対する支援
⑥ 基盤整偏・土地改良、 施設・機械導入、 試験研究への支援
⑦ 担い手への重点的な支援
⑧ 中山間地域等条件不利地域への直接支払い

◆北海道畑作農業固有の事情
① 輪作体系の展開による畑作
② 堆肥·緑肥の投入、 交換耕作等の実施
③ 加工原料作物の生産
④ 寒冷地等条件不利地での生産
⑤ 大規模経営の展開
⑥ 主業的経営の展開

資料7 北海道畑作農業の目指す姿とその実現に必要な政策
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所得確保対策や、 競合する輸入原料作物並びに輸

入製品に対する国境措囮が不可欠と考える。 ま

た、 畑作物は、 北海道畑作農業にとって合理的な

輪作体系の確立並びに、 水田農業の利活用の推進

を図る上で欠かすことのできない重要な作物であ

るとともに、 地域農業・地域社会 ・ 地域経済を支
える基幹作物である。 さ ら に、 堆肥等の投入や交

換耕作等、 酪晨をはじめとする草地型畜産と連携

した有機資源の循環利用が重要であること、 寒冷
地のため米がなかなか作れず、 加工原料作物を

作ってきたこと、 大規模専業経営を主体とする主

業的経営が展開して来たこと等、 水田燐業とは

違っ た事憐がある。

北海道畑作農業は、 これら畑作固有の事情を踏

まえ、 国民理解の下、 輪作体系の維持 ・ 確立を図

り 畑 作物の生産振興や生産力の向上を通 じ て、

それぞれの地域の潜在能力を最大限に発揮し、 特

色ある畑作燐業が各地で持続的に展開され、 わが

国の食料安定供給 • 自給率向上に寄与していくこ

と、 並びに消費者や実需者に支持される、 安全 ·

安心な畑作物を安定供給することが今後の目指す

姿と考えている。 こ の目指す方向の実現のため、

『持続可能な畑作農業の確立』 を基本理念とし

て、 畑作物作付指標に基づく 計画生産に向けた取

組を着実に実践し、 製業経営の安定と生産基盤の

維持 ・ 拡大を図るためには、 生産性向上 ・ 品質向

上 ・ 環境保全 ・ 規模拡大に努力した生産者が報わ

れ、 畑作経営が安定しうる経営所得安定対策の実

施と、 畑作物が確実に生産 ・ 流通できうる対策に

加え、 金融・税制対策、 土地改良 • 基盤整備、 施

設・機械整備、 品種開発等試験研究への支援対策

など、 総合的な政策体系の構築を 図る必要があ

る。 そのためには、 万全かつ安定的財源の確保と

安定的な制度運営、 WTO股業交渉にお ける日本

提案 （多様な農業の展開・共存）の実現が前提条

件となると考え ら れる。

最後に、 この場を借りてTPP交渉参加問題につ

いて一言申し上げたい。 JAグルーブはTPP交渉

参加に反対している。 そ の 理 由 は、 TPP参加と

食料の自給率向上 • 安定供給は両立できないから

である。 TPP参加は、 特に専業農家が多い北海

道の股業に甚大を及ぽす。 兼業農家が多数を占め

る地域では、 兼業しながら例えば米を作るという

ことで対応可能かもしれないが、 専 業 地 帯 は

TPPの直撃を受ける。 さ ら に、 専業地帯では農

業関連産業も た く さんあり、 牒業だけでなく地域

経済も崩壊してしまう。

TPP推進派は、 重要品目に例外措囲を設けた上

でTPPに参加し た ら どうかと主張する。 し か

し、 TPP協定交渉参加国間のFTAをみると、 P4

協定で関税撤廃の例外となるタ リ フ ラインの割合

は 1 %未満と非常に少ない。 それから 、 米国など

P4協定以外のTPP交渉参加国間のFTAで も関税

撤廃の例外となるタ リ フ ライ ンの割合は最大でも

1 % 程度と聞いている。 日 本は こ れまでに13か国

・地域とEPAを結んでいるが、 関税撤廃の例外品

目が農林水産品 を中心にタ リ フ ラインの約10%

�15%ある。 P4協定なり、 P4協定以外のTPP交

渉参加国間のFTAでは、 従来わが国が締結して

きたEPAにおいて関税撤廃の例外としてきた燐

林水産品のほとんどが例外品目とはなってない。

し た が っ て、 TPP協定の主要交渉国である米

国、 オース ト ラ リア、 ニュ ージ ー ラ ン ド が、 いず

れも超強力な農畜産物輸出国であるこ とも併せ考

えると、 TPP交渉に参加しても日本の重要品目

を関税撤廃の例外として認めさせることは基本的

に厳しいのではないか。

酪農学園大学の柳先生は、 米国とFTAを締結

した韓国で燐業が衰退している事梢を 北海道新聞

に寄稿している。 それによると、 「日本では、 韓

国が手厚い予算をつけて改革が成功し、 FTA交

渉をスムーズに進めた かのように誤解されてい

る」 、 ま た、 「韓国は専業展家の経営規模拡大の

ために農地拡大に取り組んだが、 国土に占める農
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地の割合はずいぶん減っている」、 「食料自給率

は1990年に62. 6 % だ っ たのが、 2008年には

48.7% に 減 っ ている 」、 さらには 「後継者対策に

は重点的に予算をつ けたが11 % いた 後 継者は

2005年には3.5%」 ということで、 いずれもなか

なか効果が上がらないということである。 「金を

注ぎ込めば腹業が強くなる というものではない」

そうだ。 こ れが現場の実態なのだと 思 う。

畑作部 門を考えると、 原料畑作物はそのままの

形では市場流通できない。 例えば、 米や野菜など

は市場に持っていけば買ってくれるが、 てん菜は

持って行っ ても買ってくれない。 やはり地域ので

ん粉工場や製糖工場で加工された後に製品として

市場流通する。 そのため、 原料価格は常に輸入と

の価格競争であり、 したがって、 経営安定所得対

策も必要だし、 競合する輸入原料、 さらには加工

製品に対する 国境措置が不可欠である 。 TPPに

参加する と、 国境措爵がなくなる。 例えば、 小麦

の国境措薗がなくなると、 小麦粉も無関税で入っ

てくる 。 そうする と 、 北海道で小麦を生産しても

小麦を加工してくれる製粉会社が存在できるかど

うか、 もしかしたら工業製品のように工場が海外

に移転してしまうかもしれない。 さらには、 小麦

粉で輸入してしま うかもしれない ということで、

小麦を作っても加工してくれるところが激減して

しまう。 そうすると、 いくらお金を畑作生産者に

注ぎ込んで畑作物を作っても加工できないという

事になっ たら、 これはやはり農業の衰退につなが

る。 小麦だけではなく、 てん菜、 でん粉原料用ば

れいしょ もについても同様である。

全道で畑作物全体の作付面積が30万haある

が、 十勝も畑作4品で12万haある。 では、 これだ

けの面積を何の生産に転換可能かを考える となか

なか難しい。 果樹への転換は非常に困難である。

野菜もすでに輪作の中でずいぷん作っている。 野

菜は、 全道で7万ha弱の作付がある が、 仮に30万

haある全道の畑作面積を野菜作に転換す る と な

る と 、 わが国の食料 自給率は大幅に低下するだろ

う。 する と や は り、 食料自給率の維持 • 向上と

TPP参加の両立はあり得ない。 だから、 TPP参

加には反対である。

最後に、 本問先生は北海道新聞に、 「漿林水産

省は関税撤廃で年4兆1千億円の農業生産額が失

われると試算する 。 誤りだ。 」 と書かれている

が、 私もそう思う。 「例えば、 マチの白果店 （農

家） の隣に大手スーバー （輸入品）が現れ、 大安

売りしたとする。 百果店の商品は売れ残る。 試算

でいう と こ ろの4兆1千億 円 だ。 でも、 店主は値

下げしたり仕入れ品 を 変えたりす る だ ろ う。 」

「TPP参加で関税が撤廃されても、 農業生産者

はいろいろな工夫 ・ 経営努力をするだろ うから、

農業生産額はそんなに減らないだろ う」一生産額

を 減らさないよう工夫や努力をす る こ とはそうな

の だ ろ うが、 努力の限界 と い うものがある 。

TPP参加に伴 う関税撤廃への対応は、 やはり農

業生産者の努力の限界を越えているのではないか

と 思 う。

ス ーバーの話に絡んで、 北海道大学の山口先生

は次のように指摘している。 「大きなスーバーが

進出して確かに安い買い物がで きるようになるだ

ろ うが、 マチの中心部 がシャッタ ー街になって、

コ ミ ュニティ ーは崩壊してしまう。 徹底した自由

化と効率性の追求というのは、 そういうマチがな

くなってしまうようなこと につながるのではない

か。 」 ( 『TPP交渉参加問題 を 考える 道民集

会』 基調講演）

このように、 ①活路を見出して生き残っていけ

るという主張と、 ②安いものを買 っ て賃金も結局

カ ッ ト されて、 雇用もカ ッ ト されて地域が無く

なってしまうという主張がある。 私は、 後者の山

口先生の主張に共感して、 TPP交渉参加に反対

と言っている。
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引用記事
北海道新聞朝刊全道 （総合）2011年10月24日第

1面 「＜シリーズ評論 選択TPP>2 本問正

義氏 （東京大学大学院教授） 北海道の農業

に好機」

北海道新聞朝刊全道 （総合） 2011年10月 2 8 日 第
1面「＜シリ ーズ評論 選択TPP>5 柳京熙

氏 （酪牒学園大学准教授） 農業衰退 韓国に

教訓」

北海道新聞朝刊地方 （札幌市内） 2011年11月13

日第28面 「くはなし抄＞北大大学院教授 山

口二郎さん (4日、 TPP交渉参加問題を考え

る道民集会の講演から） TPPは一極主義。

持続可能性考え政策選択を」

(2011年10月 29 日 受理）
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